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3．東欧ユダヤ人攻撃からユダヤ人攻撃へ
はじめに
1919年４月26日，反ユダヤ主義学生の一団が貧困ユダヤ人の学生食堂を襲
撃，居あわせたユダヤ人学生を殴って外に引きずり出し，食器類を破壊，食
堂で働く給仕人たちにも暴行を加えた。この破廉恥きわまる事件にたいし，
キリスト教社会党議員レオポルト・クンシヤクは，４月29日の憲法制定国民
議会で襲撃者を弁護していう。それは｢人民の抑圧された魂の荒々しい爆発」
「恨みの爆発｣であり,化膿したできものの破裂になぞらえることができると。
「戦争当時の難民のうちのある者たち－つまり東欧ユダヤ人のことです
が－彼らが戦争のはじめから今日に至るまでウィーンに滞在し,挺子をもつ
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てしても出て行かせることができそうもないという現実」これこそが「我々
の人民ならびに国家という生命体にはりついた膿蕩」なのです。この膿瘍を
切り取る手段として「我々は，ユダヤ人にたいし，二者択一を迫ることがで
きるでしょう。自発的に出て行くか，さもなければ強制収容所に入るか。我
が国にユダヤ人を追放する手段がない場合，彼らを強制収容所に収容しても，
国際法上も，サン・ジェルマン条約に照らしても，何の異議も危倶もありま
せん。…それゆえ我々は要求します。もしユダヤ人を追放することができず，
また彼らが自発的に出て行かないのなら，彼らをすみやかに強制収容所に収
容せよと(1)｡」
過去の反ユダヤ発言をきれいさっぱり拭い落としたクンシヤクは，1945年
12月19日オーストリア第２共和国国会で議長に選出される。同じクンシヤク
が同じ国会議事堂に顔つきを変えて現れたこの時，ウィーンのユダヤ人社会
は消滅させられていた。1934年にはまだ17万６千人のユダヤ人が暮らしてい
たウィーンで，ホロコーストを生きのびた者はわずかに２千人である(2)。
戦後オーストリアは，ナチス・ドイツの最初の犠牲者を名のった。ユダヤ
人迫害にたし､するオーストリア人の加担の事実はタブー化された(3)｡クンシャ
クはついにその過去を問われることなく，今のオーストリアで彼は，若干２１
歳の若さでキリスト教社会主義労働者協会を創設し，キリスト教社会党系の
労働運動を指導した人物として知られる。彼の労働者協会の本部がおかれて
いたウィーン市16区のオタックリングで，市の中心部へ向かうダリア通りの
入り口に位置する建物の壁には，クンシャクの堂々たる立像が描かれていた。
1993年から94年にかけてウィーンに滞在した当時，毎朝その建物の斜め向か
いの停留所から市電に乗った私は，彼の絵姿を複雑な気持ちで眺めた。
オタックリングといえば，トルコ人やユーゴスラヴィア人など，ウィーン
の典型的な外国人労働者居住区であったが，ユーゴスラヴイアの崩壊後，旧
ユーゴスラヴィア各地からの難民も入りこんでいた。外国人の増加が街の風
景を変え，人々を神経質にする。民族主義政党は，その人心を巧みにつかむ。
ドイツと同様，オーストリアでもじわじわ勢力を伸ばしている民族主義政党
は，自国民が職もなく貧困にあえいでいるのに，難民が自国民の負担で手厚
－７０－
戦間期オーストリアの反ユダヤ主義1918-1925（野村く中沢>）
い保護を受けていると非難し，失業者数と外国人労働者数とを単純に並べて，
外国人労働者さえいなくなれば，失業者に職場が確保されるという。どこか
で耳にした議論一第１次世界大戦の敗戦国オーストリアで，東欧ユダヤ人
戦争難民にたいし，まさしく同様の非難を浴びせた人物こそクンシャクだっ
たのである。
1914年の第１次世界大戦開戦直後，ロシア軍に占領されたオーストリアの
辺境ガリツィア，プコヴイナでは，大堂のユダヤ人難民が発生する。彼らが
ウィーンに流れ込んだ経緯とウィーン市民の反ユダヤ人難民感情のくすぶり
については,すでに別稿で詳述した(4)｡負け戦で始まり予想外に長引いた第１
次世界大戦は，ウィーン市民を飢餓地獄に陥れる。ウィーンの食料・物資の
欠乏は，街が空爆で徹底的に破壊された第２次世界大戦中にもまさるもので
あった。鯵積した不満のはけ口を求める人々にたいし，反ユダヤ主義者は，
食料難も住宅難も失業も，すべてはユダヤ人難民の存在という人災が原因だ
と説いてまわる。
本稿ではウィーンを舞台として，戦争直後から公然化したユダヤ人攻撃の
展開を見ることにする。
（１）Ｓ/飾り９７１２，〃iSc〃ｅｎｍｏ肋叱〃ｂｅｒｄねＳｉ彪邸噌此ブルo"s"！"ね”"dｾﾌﾟ＠Ａ/１２/ね"dzl‐
”、沈加"J郷１２９．ｾﾌﾞＵ?epzub"AOstem9iMlmI9〃"‘Ｉ兜ｑＢｄ､２，Wienl919/1920,
S2379f
（２）ＥＣ流cルノｄｂｓＰ》ｆｈＷｍ伽ｓｚＪ“ｄｂｓｌ/b応！α"dBs“「んｍｅ"jjSche〃Ｘ脚〃ＷＳｇＵ－
加翫dセIPHC〃”eγ“mYig“fj〃(ｶﾞｾﾞ〃ルノbだれ、33仁I93aWienl936,Ｓ､109お
よびAvshaIomHodik,ＰｅterMalinau・GustavSpann,Ｍｚ陀痂ﾉｶﾞ"2柳α”eb〃｡b〃
ｊ〃Ｏｓｊ酎沌jb〃ml8Lm3aWienl982,Ｓ､３３．
（３）戦後50年の歳月を経た1995年６月１日オーストリア国会は,オーストリアがナチス・
ドイツの犯罪に加担したことを認め，「ナチス犠牲者給付基金」創設法案を可決した。
（４）拙稿「第１次世界大戦期オーストリアの戦争難民問題」「金沢大学経済学部論集」第
１５巻第１．２号（1994／95年)。
1．ウィーンのユダヤ人難民
(1)オーストリアの誕生
1917年から18年にかけての冬は厳しかった。しかし暖をとる燃料はおろか，
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最低のカロリーをとる食料さえ手に入らない。1918年１月14日に小麦の配給
量が切り下げられると，ヴィーナー・ノイシュタットのダイムラーエ場で，
たまりかねた労働者１万人がストライキにはいった。ストライキは14日から
20日にかけてオーストリア各地に広がり，ニーダーエスターライヒでは15万
３千人，ウィーンでは11万３千人，シュタイアーマルクでは４万人もの労働
者が職場を離れる。ストライキそのものは数日で抑え込まれたが，国民の厭
戦気分は限界に達していた。
戦争は人々になお10カ月の耐乏を強いた後，1918年11月３日ハプスブルク
帝国の崩壊をもって終わった。ポーランドやチェコスロヴァキアなど民族自
決を果たした後継諸国家にならい，旧帝国議会のドイツ人議員もまたドイツ
人国家の創設を決議し，１１月12日社会民主党のカール・レンナーを首相とす
る国家評議会は，共和国宣言「ドイツオーストリアの国家および政治形態に
関する法律」を発布する。しかし人々のあいだに国家新生の喜びはない。こ
の政府で今の危機的状況が乗りきれるのか。ウィーン警察が作成した12月１１
日の「世論報告」は伝える。「〔政府にたいする〕信頼は，みるみる失われて
いる(1)｡」
この時期ドイツオーストリアの進路について，左翼も右翼も，世論はほぼ
一致していた。かつてハンガリーから得られた食料も，チェコにあった工業
地帯も石炭資源も失われた今，十分な天然資源もない小国ドイツオーストリ
アが独力で復興できるとは考えられなかった。ドイツオーストリアはドイツ
と合邦することによってのみ，生きのびることができる。それゆえ11月12日
の共和国宣言の第２条で,「ドイツオーストリアはドイツ共和国の－構成部分
をなす」と明記されたのである。
1919年５月12日レンナーを長とするオーストリア代表団は，連合国との講
和条約交渉にのぞむため，パリ郊外のサン・ジェルマンに入る。しかし交渉
とは名ばかりで，オーストリア代表団は３週間ものあいだ屈辱的な抑留状態
におかれたうえ，６月２日連合国から一方的に講和条件を手渡された。ドイ
ツの大国化を懸念するフランスの反対で，オーストリアとドイツの合邦は禁
止される。さらにオーストリアは，消滅したハプスブルク帝国の後継者とし
て「戦争責任」条項を受け入れなければならず，賠償金責任を負うとされる。
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オーストリアの人々は絶望した。瀕死のオーストリアに，最後の致命傷が加
えられたかのようである。６月４日の「世論報告」は伝える。
「昨日公表されたドイツオーストリアにたし､する講和条約の諸条項の衝撃
で，目下ウィーン全体が落ちこんでいる。人々の落胆と絶望は，戦争中にさ
え見られなかったほどだ。講和条約について交わされる会話は，たいてい次
のような問いで終わる。「いったいウィーンはどうなるのだろう？」多くの人
が，遠からず窮乏化と人口減少が起こるとみている(2)｡」
いかに厳しい条件であろうとオーストリア政府は，それを受け入れるしか
ない。サン・ジェルマン条約は1919年９月１０日に調印され，ドイツオースト
リアの国名からドイツの３文字がはずされる。シュテファン・ツヴァイクは
いう。「私の知るかぎりでは，歴史の歩みにおいて初めて，一国が自ら憤って
拒絶している独立が外から強制されるという逆説的な場合が起こったのであっ
た(3)｡」
ドイツとの合邦願望は国際政治によって封じられた。誰からも望まれずし
て誕生したオーストリアにたいし，国民的アイデンティティはいまだ存在し
ない。人々の心の空白を，異民族攻撃としての反ユダヤ主義が埋めあわせる。
(1)BundespolizeidiにktionWien,Ａ1℃hiv（以下Polizeiarchivと略記する)，Stim
mungsberichtel918．〔〕内は引用者による補足。以下同様。
(2)Polizeia正hiv,Stimmungsberichtel919．
(3)StefanZweig,Ｄ彪卯b〃”〃Ｃ“lemFrankfurta.Ｍ,1952,ｓ､259．原田義人訳｢昨
日の世界』みすず聾房，1973年，第２巻419ページ。
(2)ウィーンのユダヤ人難民
ハプスブルク帝国の崩壊は，一夜にして難民の運命を変えた。第１次世界
大戦後ガリツイアがポーランドに帰属したことにより，ガリツイアからのユ
ダヤ人難民はポーランド人となる。戦争中の彼らが，戦災にあった気の毒な
同胞であったとすれば，ドイツオーストリアにとって彼らは，もはや余計な
外国人でしかない。それゆえクンシャクは，オーストリアの国家的権利とし
て彼らにたいし，退去か収容所かの選択を迫れと主張するのである。ところ
が難民の退去どころか，ウィーンは1918年末から19年にかけて，新たなユダ
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ヤ人難民の流入にみまわれる。
旧ハプスブルク帝国の後継諸国家では，戦争直後の社会的混乱と異様に高
揚した民族主義のなかで，ユダヤ人にたし､するポグロムが頻発した。最も激
しかったのがポーランドとウクライナである。たとえば旧東ガリツィアの首
都レムベルクでは，1918年11月22日ポーランド人によってユダヤ人居住区に
火がかけられ，ユダヤ人の虐殺，ユダヤ人商店の破壊が２日にわたって続く。
ポグロムの詳細を記録文書にまとめたベンドウは，確認されたユダヤ人死亡
者を72人としているが，焼死体の多くは数も判別できず，また死体の一部は
ポーランド人によって秘密裏に処理された。実際の死亡者は72人をはるかに
上回る。レムベルクでは，翌年１月中旬頃までユダヤ人にたいする暴行や強
奪が続き，レムベルクのユダヤ人７万人のうち，２万５千人が住むところも
生活手段も失ったという(1)。
ポグロムを恐れたユダヤ人はガリツィアを脱出した。ウィーン市20区のブ
リギッテナウ区警察による1918年12月４日の「世論報告」はいう。
「ガリツィアでの状況の結果，再びそこから難民が押し寄せており，これ
にたいして住民は非常に憤激している。粗食の配給にこれ以上の困難をきた
さないよう，人々は国境を封鎖し，いまや外国人となったガリツィア難民の
流入を防げと要求している(2)｡」
ブリギッテナウは，すでに戦争中からユダヤ人難民が集中して住んでいた
ところである。ウィーン市は対策に苦慮する。1919年１月29日の「労働者新
聞」は，難民の流入とウィーン市議会での議論を伝える。
「東方および北東地域からウィーンに向かって，難民がとぎれなく入りこ
んでいる。ブダペストでは，２月１日にすべての外国人が追放されるとのこ
とだ。トルコでも同様だという。ポグロムにたし､する不安が，ガリツィアか
らユダヤ人家族を駆り立てている。流入はずっと続いている。このため食料
および住宅の不足,失業と衛生上の危険が増大している｡」ウィーン市議会で
は，難民の増加を防ぐ措置が議論された。市当局は，これ以上の流入にたい
しては「断固たる態度」でのぞむとの見解を示したが，キリスト教社会党の
議員らは満足しなかった。彼らは新たに流入した難民の追放を要求し，また
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居住権を持たずにウィーンに残留する難民を収容所に収容すること，食料品
その他の配給に関しては，彼らを一般市民と区別し，２級の外国人扱いにす
ることを求める厳しい提案を行った(3)。
この提案はしりぞけられたものの,難民問題について,市当局にこれといっ
た対策があったわけではない。３月12日の反ユダヤ新聞「ライヒスポスト」
は，市の「断固たる態度」が口先にすぎぬと批判する。
「昨日北鉄道で,８家族を下らぬユダヤ人がガリツィアのブレスコからウィー
ンに到着した。そのうち１家族などは９人連れだ。難民流入にたいし口先だ
けの警告が行われているが，このあり様だ./これでウィーンのユダヤ人の数
は40万人に達した。「すべての門戸を引き開けよ」－されば，まもなく百万
人になるにちがいない／その暁にはしかし，アーリア人民は没落するであろ
う(4)｡」
第１次世界大戦前のウィーンのユダヤ人口は約18万人であり，それが百万
人とは，難民数の途方もない誇張である。しかし「ライヒスポスト」ならず
とも，またユダヤ人難民か，との非難が起こるには十分な理由があった。
第１次世界大戦中，敵国占領地域で発生した難民はユダヤ人のみではない。
ハプスプルク帝国の民族的多様性そのままに，ポーランド人，ルテニア人，
イタリア人，スロヴェニア人，クロアチア人など多民族におよぶ。このうち
ユダヤ人難民が集中的に流入したのがウィーンであり，またもとの居住地へ
の帰還を最も嫌ったのもウィーレのユダヤ人難民であった。内務省の資料に
よれば，1917年５月１日現在のウィーンで，国家による援助をうけている難
民の総数は48,115人であったが，そのほとんどともいえる40,637人がユダヤ
人である(5)｡これに国家の援助を受けない多数の自活可能なユダヤ人難民が加
わる。1917年12月15日の帝国議会上院でウィーン市長は，ウィーンの難民総
数を７万人から８万人と発言する(6)｡これにはユダヤ人以外の難民も含まれる
はずであるが，市長発言を聞く者は，それをそのままユダヤ人難民の総数と
受けとめたにちがいない。ウィーンで難民問題といえば，ただちにユダヤ人
問題を意味していたのである。
戦争終了後のウィーンには，どれほどの難民が残留していたのか。
1919年９月，第１次世界大戦開始以降オーストリアに入った外国人にたし、
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し，退去令が発令された。警察の推定によれば，ウィーンの退去令対象者は
少なくとも10万人であり(7),別の政府見解では約７万人である(8)｡民族構成は
もとより不明である。そして発令から４カ月後の1920年１月，退去令に関連
して国会答弁に立った内務大臣エルデルシュによれば，その時点での残留難
民数は推定２万４千人であった(9)｡しかしわずか４カ月という短期間に,難民
が10万人から２万４千人に減少したとは考えられない。次章で述べるように，
劣悪な鉄道事情に難民の国境通過問題がからみ，戦後の難民退去は難渋する。
４カ月間の退去者は，１万人か，せいぜい２万人程度ではなかったか。難民
の帰還は，むしろ戦争中の1918年春から戦争終了時まで，国境問題も難民の
国籍問題も生じることなく精力的に進められていた。それゆえポグロム難民
の流入が帰還者数をある程度相殺したとしても，戦争直後のウィーンの難民
数が，1917年末にウィーン市長があげた７万人から８万人という数字を越え
ることはなかったはずである。1920年の内務大臣の発言には，退去令の効果
のほどを強調したい内務省の事情を見なければなるまい。その点を割り引き，
1920年１月の残留難民数の実際が２万４千人を上回っていたとしても，退去
令発令当時のウィーンの難民数は，政府見解の７万人よりさらに少なかった
ものと推定される('0)。
それにしても「かなり」の数のユダヤ人難民が存在するということ，これ
がウィーン市民の偽らざる実感であった。今も当時のウィーンを記憶してい
るユダヤ人自身が，ユダヤ人難民が集中していたウィーン市の２区や20区を
さして，「ユダヤ人難民の巣窟」とか「東欧ユダヤ人のゲットー」であった，
という言い方をする。「かなり」が２万人であるのか７万人であるのか，この
ことは市民の反難民感情にはさして関係しない。食料も住宅も欠乏している
状況の中でウィーン市民は，そもそも難民がまだ居残っているという事実を
迷惑とみなす。
1919年２月４日医師でキリスト教社会党議員のイェルツァベクほか19名が，
暫定国民議会にたし､し，「負担にして危険な移民にたいする住民保護｣のため
の法案を提出する。動議説明には，ユダヤ人難民攻撃のすべてが言いつくさ
れている。
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「…我が国民が，飢餓破局のふちにあり，市や町の当局が１日１日，必要
最小限度の食料も供給できないでいるということ，このことは世界中が知っ
ている。またいたる所で住宅が不足しており，戦線から帰還した我が兵士た
ちが，我が国に本籍を持つ者たちであるにもかかわらず，仮設小屋に収容さ
れねばならないということ，これもあまねく知られた事実である。ところが
それにもかかわらず,北東および東方の後継諸国家から,外国人の波が,我々
の貧しく奪いつくされた祖国へと流れこんでいる.とりわけ問題なのはユダ
ヤ人難民である。彼らはポグロムにたし､する恐怖から故郷を逃げ出し，とぎ
れることなくウィーンへと押し寄せ，当地ですでに存在していた食料難，住
宅難をかぎりなく深刻化させている。しかしこれは，ユダヤ人の大堂移住が
もたらした唯一の不都合ではない｡すでに戦争中にも,ガリツィアやブコヴィ
ナから来たある者たちは，ウィーン市民から与えられた手厚いもてなしに仇
をもって報い，彼らの人種に特有の悪しき風俗習慣を当地に植えつけようと
した。すなわち彼らは，彼らの手にはいるかぎりの生活必需品をすべて買い
こみ，それで闇商売や価格つり上げ商売を営み，商売上の手練手管を行使し
はじめたのだ。それは当然にも，広範な大衆の怒りを招くことになった。い
ま招待状も待たずにポーランドやハンガリーから我々のところに押しかけて
きている客人たちのうち，多数の者は，はじめから唯一のねらいをもってド
イツオーストリアに滞在しようとしている。すなわち彼らは，革命によって
秩序の失われた状況を利用し，あらゆる種類の暴利商売を営み，住民から，
その生活のために残された最小のものまで，陰険な仕方で奪い取ろうとして
いるのである。
…最後に，これはすでに周知のことがらとみなしてよかろうが，数カ月来
我々はウィーンで，ロシアからの客人にも－もちろんこれもまた，ほとん
ど例外なくユダヤ人だが一宿を提供している。彼らは住民をボルシェヴイ
ズムの祝別で喜ばせ，またこのために－とくに失業者のあいだで－共産
主義の集中的な宣伝を展開して,住民の気に入られようとしているようだ。…
この状態はもはや耐えがたい。…政府は，いつの日か広範な大衆が絶望の
あまり自己防衛にうってでて，我が国が，最近のポーランドやハンガリーで
演じられたごとき血生臭い場面の舞台になるといった目にあいたくなければ，
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東方からの外国人の流入をいかに最も効果的に阻止するかという問題に，不
愉快な移住者によるこれ以上の損害からドイツオーストリア国民をいかに保
護するかという問題に,速やかかつ厳粛に取り組む以外にないであろう('1)｡」
反ユダヤ主義・反社会主義・ドイツ民族主義を唱える団体の結成も急速に
進んだ｡1919年６月に結成されたドイツオーストリア国民党は，同月28日参加
者600名を集めて集会を開催,党の創設者でジャーナリストのアントン・オレ
ルが演壇に立った。演題は「1914年から1919年へ：旧きオーストリアと新ユ
ダヤ共和国：赤いユダヤ人の破産」である。警察報告は，講演内容を次のよ
うに伝える。
「オレルは次のように述ぺた。1914年の政府には確かに多くの欠陥があっ
たが，それでも政府は国民の肉であり血であった。ところが今の政府は，い
かなるドイツ的感情も持たない異邦のやからの完全なる影響下におかれてい
る。「赤いユダヤ人」どもの唯一の関心事は，旧きオーストリアを崩壊せしめ
ることであった。なぜならそうすることによってのみ彼らは，人民の支配と
いう彼らの目標を達成することができるからだ。ついでオレルは，ロシアで
のユダヤ人ポグロムに言及しつつ，ドイツオーストリアに滞在するユダヤ人
にたいして，人民の忍耐はあまりにも厳しい試練にさらされているとの瞥告
を発し，またハンガリーでのユダヤ人の振る舞いは，恐ろしい報いを受ける
だろうと力説した｡オレルの演説は,盛んな拍手喝采で幾度も中断された…('2)」
オレルに赤いユダヤ人と攻撃された社会民主党は，政権担当能力を持つ政
党のうちで，ほとんど唯一反ユダヤ主義を綱領に掲げぬ政党である。しかし
社会民主党が政権の座にあった1919年，他ならぬ社会民主党員の内務大臣の
もとで，事実上ユダヤ人難民の追放をねらった外国人退去令が発令されたの
である。
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を見ると，1910年に175,318人（ウィーンの総人口2,031,498人）であったのが，１９２３
年には201,513人（ウィーンの総人口1,865,780人）となる。ウィーンの総人ロが減少
したのにたいして，ユダヤ人口が約２万６千人増加したことは，残留難民の存在を反
映するものとして藩目される。その後ウィーンの総人ロは増加に転じるが，ユダヤ人
口は，海外移民の影響や出生率の低下により，1934年には176,034人に減少している。
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l88.とりわけ住宅難は，外国からの援助で急場をしのぐことのできない問題であるだ
けに，深刻であった。「住宅がない／」と題する「労働者新聞」の記事は，オーストリ
アの悲鳴を伝える。いまヨーロッパ全体でみられる住宅難の原因は，戦争で「ほとん
ど５年のあいだ住宅建築が停止されていたことと，国内人口が工業地帯へ大規模移動
したことにある。加えて中立国家には移住者が殺到している。ドイツオーストリアで
は動員解除後，帰還兵と失業者が宿所を求め，さらに他国家の占領地からの難民が流
入しているため,諸都市の住宅難はいっそう蛾しさを増した｡｣（Ａ沁eifejZｾﾞﾉﾒ“＆’6．
Miirzl919.）
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２．１９１９年９月の外国人退去令
(1)1919年９月の外国人退去令
反ユダヤ主義者から突きあげられるまでもなく，難民問題に責任を負う内
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務省でも難民退去は急務とされた。内務省の現状認識は，キリスト教社会党
議員のそれと大差はない。
「危機的な食料事情，失業および住居の欠乏により，それがもたらす破局
的な諸結果をできるかぎり回避するためには，不要な外国人すべてをドイツ
オーストリアから退去させるもやむをえない｡｣政府が莫大な出費に借金まで
して調達した食料品の少なからぬ部分を，この国の人間でもなければ，この
国の経済に何の寄与もしない者たちが食している。…「これら外国人の多く
は，何か職業らしきものに就いている場合にも，決して生産的な仕事をして
いるわけではない｡」彼らがやっていることは，たいていまったく余計で，有
害でさえある物品転がしである(1)。
外国人退去令の検討を始めた内務省は1919年７月３日，まず外務大臣にた
いし,追放された外国人の国境通過問題について,チェコスロヴァキアとポー
ランドの意向を打診するよう要請する。さらに退去令が出された場合，その
執行にあたらねばならない瞥察からも意見の聴取が行われた。
７月６日付けの回答で示されたウィーン警察の態度は慎重である。退去令
の主要な対象者は，戦争中からの戦争難民と戦後のポグロム難民や政治的亡
命者であったが，警察はその両者について，強制退去は簡単ではないとする。
後者については，彼らがオーストリアに求めている庇護を無碍に拒絶するこ
とはできない。また前者の戦争難民については，難民生活が長引くあいだに
多くの者がウィーンで職に就き，オーストリア国籍を取得している者さえい
て，強制退去はいっそう困難だからである。さらに警察は，外国人の追放に
よって生じる外交上の問題も考慮されなければならないとする。とくにチェ
コスロヴァキアとハンガリーは追放者の国内通過を拒否しており，難民退去
令を実施するにあたっては，あらがじめこれらの国との合意が必要であった。
これらの点を勘案して瞥察は，退去令を急ぐより，むしろ難民収容所の設置
を提案する。すなわち戦後の難民であれ，戦争中からの難民であれ，いずれ
もとの居住地へと帰還すべき難民を収容所に入れ，ウィーンから遠ざければ，
ウィーンの危機的な食料難や住宅難の緩和に効果が期待されるというのであ
る(2)。
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後の事態を見れば，警察の指摘する困難が現実のものとなるのだが，内務
省は退去令発令の方向で踏み切った。「労働者新聞」が，２項目からなるニー
ダーエスターライヒ州の決定を報じたのは７月31日である。
「現在の食料および住居の著しい欠乏に鑑み，1914年８月１日以降，戦争
のためその居住地を離れてニーダーエスターライヒに避難した者で，ドイツ
オーストリア国籍を有しない者はすべて,遅くとも８月15日までにドイツオー
ストリアから退去するよう要鏑する。
現在の食料および住居の著しい欠乏に鑑み,1919年３月１日以前にニーダー
エスターライヒに定住所を有していなかったハンガリー国籍の者はすべて，
遅くとも８月５日までにドイツオーストリアから退去するよう要請する(3)｡」
さらに決定には，要請にしたがわない者にたいする強制追放措置が明記さ
れていた。当時ハンガリーは反革命動乱に揺れており，決定の第２項は，ハ
ンガリーからの政治的亡命者の追放を意図する。しかし「労働者新聞」がコ
メントをつけるまでもなく「追放の主要な対象者は，いまだにもとの故郷へ
の帰還を決断していないガリツィア難民たち(4)」であった。
この決定はもちろん州の独断ではない。「労働者新聞」の報道が確かであれ
ば，少なくともニーダーエスターライヒにたいしては，事前に内務省から退
去令の発令に関し，何らかの指示が下されていなければならない。同報道に
よれば，州の決定は，ウィーンの各区役所およびウィーン市中に掲示される
はずであった。ところが奇妙なことに，州の重大決定を報じたのは「労働者
新聞」－紙のみであり，事実この決定は，正式に掲示されることなく闇に消
える。「労働者新聞」の報道事情は不明ながら，この時期オーストリアは，講
和条約をめぐって連合国と交渉中であり，その交渉に悪影響を与えかねない
退去令の発令は，最終段階で見合わせられたとも考えられる。内務大臣も，
最大の難民問題を抱えるニーダーエスターライヒの州知事ゼーファーも社会
民主党員であったことから，退去令の内容が最終決定以前に党の機関紙であ
る「労働者新聞」に流れ，早まってそれが報道されたのではないか。実際９
月にはいって示されたサン・ジェルマン条約の最終案で，退去令が条約に抵
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触しないことが明らかになると，闇に消えた退去令が復活する。内務大臣は
９月５日，ニーダーエスターライヒをはじめとするオーストリア諸州にたい
し，外国人退去令の詳細に関する指示を与えたのである。
内務省の指示によれば，退去令の対象者は「旧オーストリア＝ハンガリー
帝国の国民で，現在ドイツオーストリアのいずれの市町村にも本籍を有しな
い者のうち，すでに1914年８月１日以前にドイツオーストリアに定住してい
た者と，あるいはそれ以降にドイツオーストリア国籍を取得した者とをのぞ
くすべての者たち」とされる。退去の期限は1919年９月20日とされ，この日
までに退去しなかった者には，1871年７月27日の帝国立法第88条第２項にも
とづく追放宣告が発せられる。退去は断固として行われねばならい。そのた
めには，退去者にたいして可能なかぎりの援助体制が組まれることとされ，
とくに貧困者の退去にあたっては，できるだけ集団輸送体制をとることとさ
れる。
さらに内務省は各州にたいし，退去令の公表の仕方について十分な配慮を
求める。サン・ジェルマン条約には抵触しないものの，内務省は退去令が諸
外国に与える印象に神経を使っていた。それゆえ退去令の公表にあたっては，
退去令が特定の民族や特定の国の人々に向けられた敵対的な措置ではないこ
と，あくまでも現在のドイツオーストリアが直面する困難に起因した非常措
置であることが強調されねばならないとされる(5)｡内務省の言いつくろいにも
かかわらず，退去令がユダヤ人難民の追放を目的とすることは，誰の目にも
明らかであったが。
内務省の指示にもとづき，ニーダーエスターライヒでは９月９日付けで退
去令が作成され，翌10日，州内およびウィーンの各所に掲示された。退去令
は，時の州知事ゼーファーの名を冠して「ゼーファー条令」と呼ばれ，彼の
社会民主主義者としての経歴の汚点となる。しかし内務省の指示にしたがっ
たゼーファーを，難民追放を要求するキリスト教社会党議員と同列に反ユダ
ヤ主義者呼ばわりするのは酷であろう｡反難民でも反ユダヤでもなかった｢労
働者新聞」でさえ，この退去令にたいし，「現在の経済状態に照らして，この
措置はやむをえないものであり，実際に実施に移されることになろう」とコ
メントする。これが退去令についての一般的理解であった(6)。
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(2)外国人退去令の結末
１０月７日の「新自由新聞」は，ウィーン警察およびウィーンの各駅に配置
された警察官からの情報として伝える。
「９月末に総計約８千人が,個人または集団列車で出立した｡｣州条令は｢現
在の劣悪な交通事情が許すかぎりで，着々と執行されており，近曰にそなえ
てすでに新たな送還列車が手配されている｡」しかし金持ちには抜け道がある
ようだ。彼らは強制追放を免れるために病気を装い，ウィーン近郊のサナト
リウムや療養施設に逃げこんでいる｡彼らは病気どころではなく，｢毎日ウィー
ンへ出かけて１日を過ごし，好ましいとも，非難の余地なしともいいかねる
仕事に専念している(1)｡」
設定された退去期間のあまりの短さを考えれば，期限までに難民退去が完
了しないことは明らかであった。９月20日の期限を越えて残留する難民には，
退去令にいわれるとおり追放宣告が行われるのか。
州当局には,退去令そのものを撤回する意思はなかった。しかしいまは｢技
術的な」理由により，退去令を執行できないでいるという。９月23日の「新
自由新聞」は，２２日に示された州当局の現状説明を報じる。
「要請にもとづき，すでに多数の人々がドイツオーストリアから退去した。
しかし鉄道交通上の諸困難や財産停止その他の障害によって，これまでのと
ころ退去令該当者の多数は，退去要請に応じることができないでいる。さら
にまた様々な形での移送が必要となったため，関係諸政府との交渉もいまだ
継続中である｡」それゆえ地元住民は，事情を配慮し，退去令の該当者に「暖
かな態度」でのぞんでほしい(2)。
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反ユダヤ主義者は，ただちにこれに反発した。早くも９月22日の夕方には，
ブリギッテナウに600人の反ユダヤ主義者が結集する。彼らは｢東欧ユダヤ人
は出て行け／」「ガリツイア人は出て行け／」「我らが労働者に住まいを／」
と書かれたプラカードをかかげ，難民たちの住む街路を練り歩いた(3)。
ついで25日にはウィーン・ニーダーエスターライヒ．ドイツ人評議会が，
ウィーン市役所集会場に約５千人を集め，東欧ユダヤ人難民の即刻追放を求
める集会を開催した。集会への参加を呼びかけるビラはいう。
「ウィーンで日毎に厳しさを増している住宅難，食料難にもかかわらず，
流入外国人どもは，あらゆる退去令をあざけるかのどとく，追放されずにい
る。数万人のユダヤ人の怠け者，投機家どもが，労働者大衆を犠牲にして賛
沢三昧に暮らし，暴利商売を営んでいる。我が帰還兵やスラヴ諸地域から追
放された同胞は，雨風をしのぐ家もなく，乞食のようにさまよっている。
我々はドイツオーストリア政府にたいし要求する。戦争開始後に入りこん
だ東欧ユダヤ人どもを即刻，かつ例外なく追放せよ。この正当な要求に賛同
する者は来たれ…
ガリツィア，ポーランド，ハンガリーの寄食者どもは出てゆけ(4)｡」
集会では国会議員のウルジン，州議会議員のヴァルター・リールの演説が
続いた後，９月９日の退去令が，とくに東欧ユダヤ人にたいして，遅くとも
10月５日までに執行されるよう要求する決議があげられる。さらに集会は，
この決議にたし､する内務大臣の回答を要求し，使者として議員のウルジンと
リールを選出した。
内務省はまったくの守勢に立たされる。９月27日の「新自由新聞」に掲載
され内務大臣の回答内容は，退去令が執行できない責任の一端を関係諸国家
の非協力にかぶせるものである。彼は，食料，燃料，住宅が著しく不足して
いる現状に鑑み，退去令は執行されねばならないと，反ユダヤ主義者の主張
を認めた上で,「しかしながら集会の要求する10月５日という期限を守ること
は不可能」とする。退去令の執行にあたり，とくにチェコスロヴァキア，ポー
ランド，ウクライナとの交渉が難航しており，早急には解決の見こみがたた
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ないからだ，というのである。
事実ポーランド政府は，ポーランドに帰還しようとする難民にたいして旅
券の発行をしぶり，また退去者の輸送費用の負担問題についても，オースト
リアとポーランドとのあいだで，何の合意もできていなかった。このことは，
退去令執行の実際に当たる州当局や警察を困惑させることになる。
ポーランド側で戦争難民の帰還業務を担当したのは，ポーランド帰還促進
局である。1920年８月５日付けで，ポーランド公使館からオーストリア外務
省に寄せられた口上書によれば，1919年７月11日から1920年４月９日までの
あいだ，ポーランド帰還促進局によって24回の集団輸送が組織され，約１万
１千人の戦争難民がポーランドに帰還した。しかしそれ以降，まとまった帰
還は行われていなかった。問題は輸送費用である。口上書はいう。現時点で
帰還の申し出は２千件以上にのぼる。この者たちの輸送費用を誰が負担する
のか(6)。
1920年12月13日付でウィーン響察より内務省に提出された報告書もまた，
輸送費用の問題と輸送手段そのものの欠如を次のように指摘する。
1919年９月９日の退去令によりウィーンを去らねばならないガリツィア難
民について，ウィーンの「ポーランド人援助協会」という団体から警察にた
いし，集団輸送その他の組織化によって彼らの帰還に協力するとの申し出が
あった。協会から警察に提出されたリストによれば，帰還の用意のある者は
２千家族にのぼる。彼らのほとんどが貧困者であるため，協会では彼らのた
めの寄付金集めも行っている。しかし協会の努力にもかかわらず，現実には，
こうした者の輸送はほとんど不可能といわざるをえない。なぜなら彼らの集
団輸送には莫大な費用がかかり，また輸送車両も燃料の石炭も欠乏している
からである。さらに彼らがポーランドに帰還する際，チェコスロヴァキア国
内の通過に関してチェコスロヴァキア政府の合意が必要だが,この問題もはっ
きりしていない(7)。
警察報告でいわれる輸送費用や関係諸外国との交渉は，州政府の権限を越
えた問題であり，ニーダーエスターライヒやウィーンが内務省に苦情を申し
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入れたのももっともである(8)。
難民の帰還費用についてオーストリア政府は，退去者はオーストリア国民
ではない以上，その帰還費用を負担する気はないという見解を示していた。
他方，帰還先の国々，とくにポーランド政府は，難民の発生は戦争によるも
のであり，したがってその帰還も，オーストリア政府の戦争経費で負担され
るべきだと主張していた。このポーランドの主張にたいして，戦争捕虜問題
を担当するオーストリアの当局は，難民を戦争捕虜とみなすことはできず，
難民のための戦時予算措置はなされていないとする。ポーランドとオースト
リアのあいだで輸送費用の押しつけあいが続くなか，オーストリア鉄道局は，
オーストリア政府からであれ，ポーランド政府からであれ，輸送費の支払い
がないかぎり，列車を出すわけにはゆかないとする。
輸送費用ばかりではなく，ポーランドは難民の引き取りそのものを渋って
いた。難民の多くはポーランドでの本籍地を証明する書類をもたなかったが，
このような者にたいしてポーランド政府は，たとえ本人にポーランドへの帰
還の意思があっても旅券を発行せず，オーストリア側が仮旅券を発行した場
合には，入国査証の発行を拒否していた。オーストリアとポーランドのあい
だで難民の引き取りに関する合意ができていない以上，チェコスロヴァキア
やハンガリーが，身分のはっきりしない帰還者にたいし，通過査証を発行し
ないのは当然である。
さらに1920年７月16日にサン・ジェルマン条約が発効すると，難民の中に
は，この条約にもとづきオーストリア国籍の取得を申請する者も現われ，問
題は複雑さを増す。オーストリア国籍の申請者にたいして，1919年の退去令
は適用可能なのか。それとも申請の審査結果が出るまで，追放宣告を実施す
ることはできないのか(9)。
以上の経過を見れば，大々的な難民追放はありえなかった。ところがポー
ランド政府は，オーストリアに不意打ちをくわせる形で，この問題を国連の
場にもちだす。1920年12月11日ポーランドは国際連盟に覚え書きを提出し，
オーストリアの「大々的な」難民退去措極が停止されるよう訴えたのである。
ポーランドの主張によれば，現在のオーストリア政府の措置は，1921年７
月15日まで過去の本籍地にもとづく国籍選択をみとめたサン・ジェルマン条
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約第78条に違反しており，1921年７月16日以前の追放は，その者の国籍選択
権の侵害であった。さらにポーランドは，難民問題について本音を述べる。
戦争中ポーランドからオーストリアへ逃げた者たちは，避難地で苦労を重
ね，ようやく生計の途をえたところだ。その者たちを今のポーランドに追い
返せば，彼らを待ち受けているのは災難だけである。経済的に困窮している
「ポーランドは，追放された人々をその領内に受け入れたとしても，遺憾な
がら，彼らに必要ないかなる援助も提供することはできないであろう｡」現在
のポーランドは，ロシアからの大量の革命難民を抱えこんでいる。そのうえ
オーストリアからも帰還者を受け入れるとなれば，ポーランドは，ポーラン
ドが最後のアジールであるロシアからの難民にたいし，援助を中止せざるを
えない。戦争で荒廃しているポーランドに，これ以上の禍を持ちこまないで
ほしい('0)。
要するにポーランドは，ガリツィア難民に帰ってきてほしくないのである。
オーストリアは，ポーランドの振る舞いをまことに不快なことと受けとめ
た。なぜなら退去令は，輸送問題やポーランド政府の拒絶的な態度そのもの
によって，事実上停止状態になっていたからである.しかもポーランド政府
の覚え書きは，オーストリアの国際的イメージの低下をねらうかのように，
オーストリアの国連加盟が承認される直前の微妙な時期に提出されたのであ
る('1)。
1921年２月24日の「新自由新聞」に掲載された政府見解は，ポーランドの
言い分に反発していう。
1919年中，他の外国人は帰国したのに，「ユダヤ人からなるポーランド人難
民の大部分には,国外退去の措置はとられなかった｡」ウィーン市に提出され
た22,552件の在留許可願いのうち，16,172件がポーランド・ユダヤ人による
ものである。この願いは家族単位で行われるものであるから，１家族を３人
として，申請者は５万人にもなろう。在留願いを出していない者の数は，当
局の推定によれば約２万人であり，「したがって1919年の秋，ウィーンに滞在
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する東欧ユダヤ人は７万人にのぼっていたことになる｡｣本年1921年の２月ま
でに，彼らの在留願いがどのように処理されたかを示すと，無期限の滞留を
許可されたものが6,409件で約40パーセント,期限付きで許可されたものが1,275
件，却下されたのは4,150件で約25パーセントであり，4,388件はなお審査中
である。退去令の発令後，自発的にオーストリアから退去した者は約８千人
と推定され，退去措置を受けた後，当局のそれ以上の強制によらずして帰郷
した者は約600人である。警察による追放措置が執行されたのは，わずか140
件にすぎない。このように退去令は，きわめて寛大に執行されているのだ。
ところがポーランド・ユダヤ人の方こそ，退去令の強制執行がないのをよい
ことに，価格つり上げ操作や闇商売をやっているではないか('2)。
1921年１月３日付けで，国連からポーランドの覚え書きを受け取ったオー
ストリア外務省は，１月19日内務省にたいし，国連への回答の作成を依頼す
る。さらに２月６日付けの文書で外務省が与えた細かい指示によれば，回答
において強調されるべきオーストリアの主張は次のとおりであった。
サン・ジェルマン条約第78条にもとづく国籍選択権は，過去の本籍地にも
とづくものであり，たんにその者がオーストリアに居住しているという事実
によるのではない。さらに第７8条にもとづくオーストリア国籍の申請者はご
くわずかであり，彼らの国籍選択権に関して，ポーランドの主張するような
問題は生じていない。むしろ国籍選択権において問題になるのは，人種およ
び言語的帰属にもとづく国籍の選択を認めた第80条である。しかし1921年１
月15日に第80条にもとづく国籍選択期限が切れた後は，外国人の追放は，国
際法上認められたオーストリアの権利に属することがらである。
さらにオーストリアもまたポーランドに対抗して，難民問題について本音
を述べる。
オーストリアとしても，外国人追放の権利を好き好んで苛酷に行使しよう
というのではない。ポーランドは自国の経済状態を理由に帰還者の引き取り
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を拒んでいるが，オーストリアが難民に退去を求めるのも，現在のオースト
リアの，とりわけウィーンの特殊事情によるものである。ウィーンは，ガリ
ツィアから来たポーランド人であふれている。ガリツィアから来た難民は，
戦争が終われば帰国するものと期待されていた。ところがこの期待は見事に
裏切られた。彼らが帰ろうとしない理由の一つは，オーストリアでは，国籍
にかかわりなく，困窮者にたいして生活補助金が支払われるからだ。だが，
オーストリア経済に何の貢献もしないポーランドの「非生産的」連中のため
に，オーストリアが被っている損失，オーストリア国民が被っている犠牲を
考えてみてほしい。ポーランド政府はオーストリア政府の追放措圃を苛酷だ
と非難するが，故国からは帰ることを望まれず，何の援助もえられぬ者たち
を世話してやっているのはオーストリアである。それをよいことにポーラン
ド政府は，彼らの帰国を妨害しているではないか(13》。
結局この問題については,イギリスのもと外相パルフオアが間に入り,1921
年３月２日両国の話しあいが行われた。その結果オーストリアは，外国人に
たいして退去を命じる権利は妨げられないが，権利の行使は人道的配慮にも
とづくこととされる。またポーランドは，オーストリアから示された退去対
象者の取り扱いに，誠意を持って対処することとされたい4)。両国の合意は，
翌日パルフォアにより国際連盟の会議場で報告され，会議の承認を得る。し
かしオーストリアにとって，国連の場での－件落着は余計なエピソードにす
ぎず，自国の難民問題の解決に進展があったわけではない。
いったい退去令の効果はどれほどであったのか。1924年３月５日付けで警
察がウィーン市に提出した報告を見てみよう。
報告の冒頭で警察は，「まず最初に概括的にいえば,外国人退去令の執行は，
きわめて大きな障害に突きあたった。あるいはむしろ現在もなお，障害に突
きあたったままである」とする。
退去令の発令から退去までの期限が10日あまりというのは，あまりにも短
すぎ，ウィーンですでに就職している人間や，家族全員にたいし，このあい
だに荷物をまとめて出てゆけというのは無理な話であった。退去者は少なく
とも10万人と見こまれたが，これらの人間の移動に要する費用の問題，旅券
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や査証の発行の問題は，いずれも短期間で解決することはできない。退去令
を受けた者はほとんど例外なく，本籍を証明する書類を持っていないと言い
逃れをし，実際に持っていない場合も多数である。この書類が整わなければ，
ポーランド公使館では旅券を発行せず,だからといってオーストリア側で個々
人にたいし，証明書類の入手の手間を引き受けてやることは不可能である…
1919年から1923年９月20日までの４年間で,追放手続きが取られたのは5,709
件であり，このうち5,512件,人数にして約１万８千人が追放宣告を受けるこ
とになった。この5,512件のうち，追放宣告が法的に確定したのは5,222件で
ある。さらにそのうち450件は,対象者がオーストリアの国籍ないしはオース
トリア国内での本籍を取得したために無効となった｡約200家族は,現在ウィー
ンでの本籍取得を申請中であるため，追放宣告を執行することはできない。
約800家族,人数にして約４千人は,貧困のために帰還費用を負担することが
できず,彼らにたいし即時退去を命ずることはできない。さらに1,100家族は，
病気で移動ができないという理由で，あるいはオーストリアで定職について
いるといった理由で，警察から期限付きの在留許可を取得している。結局追
放宣告をうけた者のうち,みずからそれにしたがって退去した者は約2,400人
であった。その大部分はポーランドへ向かい，少数の者がアメリカに渡った。
当局により強制的に追放された者は495人であり,そのほとんどは単身者であ
る。以上，退去令の効果は，４年間でかろうじて３千人にすぎない。
「このような状況の下で退去行動が，住宅難の解消に何ら見るべき効果を
もたらさなかったことは明らかである｡｣未執行の追放宣告も1925年か1926年
中には時効となり，その法的効力を失ってしまう。退去令を受けた者の輸送
費用や旅券の問題がいまだに解決せず，また国籍や本籍の取得を申請中の者
には退去令を執行できないことを考えれば，退去令の執行を継続しても成果
は期待できない('5)。
以上が，警察による４年間の総括であった。
外国人退去令は，戦後オーストリアが最も困窮していた時期に，ウィーン
からユダヤ人難民の一掃を求める世論に応じる形で発令された。しかしその
結果は，市民の反難民感情を鎮めるに足るものではなかった。退去令が目に
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見えた成果をあげないことが，市民の反難民感情をかえって鋭くする。この
意味で，事前に執行の可能性を検討することなく退去令を発令し，退去令で
いわれた難民排除の原則論と排除できない現実とのギャップを市民の目の前
にさらけ出した政府の責任は大きい。退去令を笑いものにして，ウィーンに
居座り続ける難民。退去令によって反ユダヤ主義者は，反ユダヤ的要求の一
つを取り下げるどころか，かえって新たな難民攻撃の武器を手にしたのであ
る。
また難民についていえば，退去令が結果的には強制執行されなかったとし
ても，それが廃棄されないかぎり，彼らはいつ追放されるともがきらぬ不安
から逃れられなかった。実際退去令は，戦後ウィーンの住宅難の中で，ユダ
ヤ人難民にたいして住居の明け渡しを要求する口実として使われ，かわりに
住むべきところも,行くべきところも持たない彼らを威嚇し続けたのである('6)。
戦後オーストリアが落ちつきを取りもどした1925年９月12日，ウィーンの
ブコヴィナ中央連合会は政府にたいし,退去令の撤廃を誓願する｡旧ブコヴィ
ナ出身の会員がオーストリアで安定した身分を得るため，現在の居住地であ
るウィーンで本籍を取得しようとする際，この条令が法的障害となっていた
からである('7)。
この件で政府から意見を求められたウィーン瞥察は1925年12月３日，退去
令の撤廃に異存はないと回答する。警察の側でも，現実にそぐわぬ退去令の
存在に迷惑していた。オーストリア国籍やオーストリアでの本籍取得の申請
者について，書類を審査すると，1919年の退去令の対象者であることが発覚
し，しかも当人が，今にいたるまでこの事実を知らなかったこともしばしば
であった。このような者にいまさら1919年の退去令を執行することは，現実
にはできない。現場に立つ警察は，法律上このような者をどう取り扱えばよ
いのか。ブコヴィナ中央連合会ならずとも困り果てていた警察はいう。
実際には何の効果もあげなかった退去令の存続は,もとはよそから来た人々
であっても当地にすでに定住し，同化している人々にたいし，いたずらに不
安を与えているだけである。退去令の理由となったオーストリアの経済的困
難も，今では解消された。それゆえ政府の側で退去令の撤廃が難しいのであ
れば，せめて上記のようなケースにたいしては退去令を執行をしなくてもよ
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いよう，響察にたいし，内示を出すというやり方も考えられよう(18)。
警察の回答をえた政府は，協議の結果，退去令の継続執行が困難であるこ
とを認め，また退去令が出された当時と現在では経済的事情が異なり，退去
令の理由とされた食料難等がもはや説得力に欠けることも認める。だが政府
は，退去令の撤廃には蹟曙する。1924年末からの政府は，ともに反ユダヤ条
項を綱領に掲げるキリスト教社会党と大ドイツ国民党によって運営されてお
り，自党の議員が繰り返しユダヤ人追放を叫んでいる現状を無視することは
できなかった。政府は，退去令の撤廃は「世論の注目を集めずにはいず，お
そらく現在もまだ反ユダヤ主義的傾向を持つ住民たちのあいだで反発にあう」
と懸念する。結局政府は警察の提案にしたがい，退去令の適用の一時的中止
を内示することでこの問題に決着をつけたのである(19)。
(1)ハハg"ｅＦ》ＦｊｅＰ沌麹７．０kt､1919．「新自由新聞」は，ウィーンの保守的リベラルな
知職人が愛読する代表的新聞の一つである。
(2)」Vb"en1ei’Ｐ”ssq23､Sept、1919.
(3)ｉbid．
(4)ＡｄＲ，Inneres/Justiz，ＢＫＡ/Inner巳s，A11gemein，PoLDir・WienBerichte，Ｐｒ・
’3814.
(5)jVb"ｅＦ１レセねPD1Bss227・Sept、1919.
(6)AdR,InnerEs/Justiz,ＢＫＡ/Inne1℃s,Allgemein,35531/1920.
(7)AdR,Inneres/Justiz,BKA/Inner巳s,Allgemein,93680/1920
(8)AdR,Inneres/Justiz,BKA/Inner℃s,Allgemein,91600/1920,20610/1921,26512／
1921.
(9)ユダヤ人難民のオーストリア国鰯取得問題については，別稿で論じる.
(ｌＵＩＡｄＲ,AuswiirtigeAngelegenheiten,V61ker1｢echt,9536-13ＶB/1921.
0、オーストリアの加盟は1920年12月16日に承認された。
(l2jVb"ｅ、ゼォゼｎ℃sseb24､Febl921・
Ｕ３ｉＡｄＲ,AuswiirtigeAngelegenheiten,V61kerTecht,9536.13ＶB/192Ｌ
(ｌＱＡｄＲ,AuswiirtigeAngelegenheiten,VijlkerTecht,18146-13ＶB/1921.
051Ａ｡R,Inneres(Justiz,ＢＫＡ/Inneres,Allgemein,153245/1925．
UQPolizeiamhiv,SchoberArchivl919-1921,Ｐｒ､5174/3.たとえばシュタイアーマル
ク州では1921年２月になって，首都グラーツの住宅難を理由にこの退去令が見直され，
ポーランド人難民の退去が検肘されている(ＡｄＲ，Inneres/Justiz，ＢＫＡ/InnerCs，
AUgemein,53116/1921)。
07）AdR,InneresZJustiz,ＢＫＡ/Inneres,AIIgemein，124480/1925.
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O8IAdR,Inneres／Justiz,ＢＫＡ／Inne唾s,Allgemein，153245／1925.
09ｉbid．
３．東欧ユダヤ人攻撃からユダヤ人攻撃へ
戦間期ウィーンで反ユダヤ主義者の集会は，ほとんど日常茶飯事化してい
た。集会はデモへと移行し，それに抗議するユダヤ人グループとのあいだで
乱闘騒ぎに発展する。1919年９月25日，外国人退去令の執行を要求して開催
されたウィーン・ニーダーエスターライヒ・ドイツ人評議会の集会でも，集
会終了後，約千人がデモ行進を始めた。デモ隊は左派系新聞「アーベント」
の編集部へ押しかけ，そこから分かれた一部の者たちは，９区を抜けてプリ
ギッタ橋を渡る。そしてデモ隊がユダヤ人の住む20区に入りこむや，警戒に
あたっていたシオニストの青年数百人とのあいだで乱闘となった。
このような騒ぎのたびに動員される警察は，治安維持のため，戸外での集
会とデモ行為を禁止する。しかし反ユダヤ主義者の一団は「ぶらつきデモ」
で対抗した。すなわちこれは示威行動ではなく，散歩だと言い張るのである。
ドナウ運河を挟んでユダヤ人の住む２区に対面するフランツ・ヨーゼフ河岸
では，毎日曜日のようにぶらつきデモが行われ，ユダヤ人とのあいだで小競
りあいが繰り返された。1919年11月30日の日曜日にも，警察報告は伝える。
本日午前11時から12時にかけて,約300人のドイツ民族主義者がフランツ・
ヨーゼフ河岸でぶらつきデモを行った。これにほぼ同人数のユダヤ人民族主
義者が対抗し，両者のあいだで罵りあいが起こった。ドイツ民族主義者は，
ユダヤ人客が多く座っていたカフェハウスのレジデンツとハプスプルクに押
し入ろうとしたが，保安隊によって阻止された(1)。
選挙を控えた政党は，時の世論に敏感に反応する。1919年２月16日の憲法
制定議会選挙から，翌年10月17日のオーストリア共和国初の国会選挙が闘わ
れたあいだ，市民の反ユダヤ感情は熟しきっており，選挙綱領にユダヤ人攻
撃を盛りこめば，それで公衆の拍手を期待することできた。
キリスト教社会党では，1918年末にカトリックの聖職者カール・シュヴェ
ヒラーが，党の理論誌「フオルクスヴオール〔国民の幸福〕」に「キリスト教
－９３－
金沢大学経済学部論集第16巻第1号１９９５．１２
社会党の発展史から」を連載した。これは，戦後オーストリアにおける党の
新綱領作成を念頭においたものである。そこでシュヴェヒラーは，キリスト
教社会党の発展史において「反ユダヤ的，民族主義的グループ」は，党の綱
領に「新しい理念」を持ちこみ，それを「内容豊かなもの」にしたとする。
「自由主義時代のユダヤ勢力〔ユーデントゥーム〕の増長は…雪だるま的
であった。自由主義は，ユダヤ勢力でおおわれた観があった。一方にたし､す
る闘いは，他方にたいする闘いなしには考えられなかった。自由主義の指導
者たちは，資本主義の発展のおかげで富と権力を手に入れたユダヤ勢力はド
イツ民族と融合し，彼らの性格的特異性をそぎ落とすであろう，と考えてい
た。しかしこの希望は，まったくかなえられなかった。ウィーンにおいてユ
ダヤ勢力は，異質な集団であり続けている。そしてユダヤ勢力が強力になり，
その影響力が増すにしたがい，彼らの人種と不可分に結びついたその性格的
特徴もますます目立つものとなった…ユダヤ人は無制約の資本主義の熱狂的
な擁護者となり,新経済時代の水脈を自分の水車へと引き込んだのである(2).」
キリスト教社会党は，自由主義経済競争のなかで没落の危機感を抱く中間
層を支持基盤として登場した。それゆえキリスト教社会党は「社会党」と名
のり，自由主義の問題点を批判するが，彼らは社会主義政党ではない。シュ
ヴェヒラーは，キリスト教社会党の自由主義にたいする闘いは，自由主義の
恩恵を得たユダヤ人にたし､する闘いだ，というのである。
憲法制定議会選挙にのぞむ「ドイツオーストリア・キリスト教社会党の選
挙綱領」は，1918年11月25日オーストリア各州の党の代表者を集めた全国党
大会で決定され，１２月25日に公表される。そこで反ユダヤ主義は，次のよう
に明文化される。
「新国家においてもまた現れているユダヤ人グループの腐敗と支配欲は，
キリスト教社会党をしてドイツオーストリア国民にたいし，ユダヤの危険に
たし､する仮借なき防衛戦への訴えを余儀なくさせた。ユダヤ人はもし一個の
民族と認められるなら，自決権を持つことになろう。だが彼らがドイツ民族
の支配者になることは許されない(3)｡」
この全国大会で決定された大綱は，各州のキリスト教社会党の選挙綱領で
具体化された(4)。たとえばフォアアルベルクの綱領の第８項は，「我々は断固
－９４－
戦間期オーストリアの反ユダヤ主義1918-1925（野村〈中沢>）
としてユダヤ勢力の覇権に闘いをいどみ，またあらゆる文化的，経済的，政
治的領域において,ユダヤ精神の厄災に満ちた悪影響一般にたいして闘う(5)」
とされる。またザルツブルクの選挙綱領も，「我が党は，民族的，文化的，経
済的諸理由にもとづき，あくまでも反ユダヤ的である(6)」と明言する。ウィー
ンと異なり，フォアアルペルクのユダヤ人は1923年でわずか24人であり，ザ
ルツブルクは241人で(7),両州の選挙民に実感されるユダヤ人問題など存在し
なかった。ここでの反ユダヤ主義は，一つの世界観である。
キリスト教社会党は憲法制定議会選挙では，第１党の座を制することはで
きなかった｡社会民主党が得票率40.76パーセントを得て第１党となり，キリ
スト教社会党は35.93パーセント，これにドイツ民族主義諸政党の18.36パー
セントが続いた。
次の国会選挙での逆転を期してキリスト教社会党は，手をゆるめることな
く反ユダヤ・キャンペーンを展開する。同党議員のクンシャクやイェルツァ
ベクは反ユダヤ集会の顔となり，演垣から東欧ユダヤ人難民の追放を叫ぶ。
彼らの演説ではまだ，ユダヤ人にたいして「東欧」や「難民」の限定がつ
けられていたとすれば,同じくキリスト教社会党議員のリヒャルト．シュミッ
ツは，排除の対象はユダヤ人全員であるとする。品のないユダヤ人差別発言
が，国会や市議会の場で堂々と開陳されるさまは，グロテスクと形容する他
はない。1919年６月27日のウィーン市議会でシュミッツは，市の行政上の純
粋に技術的な問題でさえ，確固たる世界観なくしては解決できないとした上
で，キリスト教社会党の世界観の基礎はキリスト教であると述べる。
「我々の反ユダヤ主義は，我々の考えによれば，我らの文化にとってきわ
めて危険で，内面的に正当化できない現象にたし､する反動である｡」我々の反
ユダヤ主義は，異人種としてのユダヤ人に向けられたものであり，それゆえ
同化ユダヤ人をも対象から除外するものではない。それどころかドイツ人を
名のる同化ユダヤ人は，民族派のユダヤ人よりもさらに始末が悪い。彼らは
まったくの根無し草で，自民族のためには何もせず，他民族の精神を堕落さ
せるだけだ。もしユダヤ人たちが，反ユダヤ主義にたいして変更を期待する
なら，その前提は以下の通りである。それはユダヤ人がユダヤ民族への帰属
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を明らかにすること，そしてユダヤ人が「病気の発生源という現在の不快で
嘆かわしい役割から，その権利と自由を主張しうる少数民族という，よほど
`快適な役割へと移行することである(8)｡」
この一見好意的な「ユダヤ民族」の承認とは，選挙権や，被選挙権，大学
への入学資格など，あらゆる国民的，市民的権利においてユダヤ人を団体と
して差別し，彼らの人口が全人口に占める割合に応じた権利配分しか認めな
いことを意味する。その目的は，経済界やジャーナリズム，学問・芸術の世
界に進出したユダヤ人の排除に他ならない(9)。
既成の大政党に与せず，反ユダヤ主義・反社会主義・ドイツ民族主義を掲
げる諸派も活動を活発化させていた。オーストリア各地で結成された「反ユ
ダヤ同盟」などは，団体名にあからさまな反ユダヤ主義を掲げた政治グルー
プである。前章で述ぺたように，1919年９月の外国人退去令の期限は９月２０
日である。ウィーン・ニーダーエスターライヒ・ドイツ人評議会は内務省に
たいし，退去令の完全実施を求め，1919年10月５日を期限に東欧ユダヤ人の
追放を迫っていた。その10月５日に「反ユダヤ同盟」は，反ユダヤ勢力の大
きさを誇示すべ<，市役所集会場に約2,500人を集めて集会を開く。会場に入
れなかった約３千人は，市役所前の広場に集結した。集会場で２番目に演迩
に立った学校教師のフォルケルトは，東欧ユダヤ人攻撃と戦後成金にたいす
る攻撃と共産主義攻撃とを，反ユダヤ主義というソースで巧みにからめなが
らいう。
ウィーンは戦争開始以来，東欧ユダヤ人にたいしてアジールを提供した。
ところが彼らはウィーンの大衆にたいし，恩を仇で返したのだ。彼らはここ
で闇商売を始めて大金持ちになり，御殿を買った。おかげでウィーンの地元
住民は飢えなければならなかったのだ。共産主義運動の担い手もユダヤ人だ。
諸君は，アイロンのかかったズボンに金の指輪をはめたユダヤ人が，労働者
の前に立ち，「我々プロレタリア／」などと，決まり文句を並べているのを目
にするだろう('0)。
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チロルの「反ユダヤ同盟」の宣伝用小冊子「ドイツオーストリアのユダヤ
人」は，具体的な数字や個人名をあげながら，ユダヤ人の経済支配の脅威を
説く。
「銀行業は，ほとんどすべてユダヤ人の手に握られている。ウィーンの１０
大銀行は，ほとんどすぺてユダヤ人の所有だ。…1913年には，これら10銀行
の資産は３億8,500万であった。1917年には，つまり４年のあいだに，その額
は16億1,100万に跳ね上がった｡1917年にこれらの銀行があげた純益は１億1,400
万。1918年の貨幣売買額は102億５千万，1919年には162億だ。いったいこれ
らの銀行の儲けとは何であったのか。実はこれらの銀行は戦争中，独自の物
品部門を創設して，キリスト教徒国民の損失のうえに恥知らずの暴利商売を
営んでいたのである｡」石炭，鉄，紙，穀物，家畜，酒…これら我々の生活必
需品を握っているのもユダヤ人だ。彼らはユダヤ人同士で協定を結び，価格
を操作することによって莫大な利益をあげている。ここでも犠牲になってい
るのは善良なキリスト教徒大衆である('1》。
反ユダヤ主義者は,一般人の想像をこえた金額を並べたて,ユダヤ人がオー
ストリアの資産と経済を牛耳っているかのようなイメージを創り出す。しか
もユダヤ人のこうした資金力は，ユダヤ人の勤勉の結果ではなく，ユダヤ人
同士で協定を結んで善良なるキリスト教徒をだまし，搾取することによって
得られたものだとする。だが他方で反ユダヤ主義者によれば，どうにも説明
のつかない思考回路を経て，資本主義に反対する共産主義者もまたユダヤ人
であった。ユダヤ人の資本家と共産主義者が裏で仲良く手を組み，ユダヤ人
の世界支配をもくろんでいるというのである。彼らにとっては，資本主義，
社会主義といった社会のシステムが問題なのではなく，ユダヤ人が問題なの
である。ユダヤ人さえいなくなれば，彼らの握っている資金がすべてキリス
ト教徒の手に帰り，それでキリスト教徒大衆の生活が楽になるというのであ
る。
一般大衆は，第１次世界大戦後の超インフレにあえぎながらも，ドイツや
ハンガリーで起った左翼過激派の革命的蜂起に不安を感じていた。彼らの耳
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には，成金も共産主義者もいっしょくたにして否定する反ユダヤ主義者の論
法は，抵抗なく入ってゆく。1921年10月６日付けの「世論報告」は，ユダヤ
人攻撃がいかに人々の心をつかんだかを伝える。
貨幣の価値は日に日に下落する一方で，それが途方もないインフレを引き
起こしている。多くの人々の生計が破綻し，生活水準は落ちこみ，戦時中の
それに近づいている。ただ相違は，戦時中には誰にも平等に物がなかった。
今は物はあるが，貧民には高くて買えないのである。金さえ持っていれば何
でも手に入る。この不平等感が世論に深刻な悪影響を与えている。人々は，
貨幣価値の下落は為替投機のせいだといっている。この世論の正否は別にし
ても，相場師には圧倒的にユダヤ人が多いということ，相場で儲けた彼らが
よい身なりをし，娯楽場で派手に振る舞い，人々の不興を買っていること，
それが反ユダヤ主義を刺激して，新たな行動へ駆り立てていることは事実で
ある。これまで反ユダヤ主義的暴動が抑えられているのは，ひとえに警察に
よる監視とウィーン市民の秩序心のおかげである。このような状況の下で，
東欧ユダヤ人の追放問題がさし迫った現実性を持つのはもっともなことだ('2)。
反社会主義と反ユダヤ主義で共通する17の民族主義的諸党派は，第１回国
会選挙が目前に迫った1920年９月10日「大ドイツ国民党」を結成する。キリ
スト教社会党系の反ユダヤ新聞「ライヒスポスト」もまた９月22日、「東欧ユ
ダヤ人は出てゆけ／」というタイトルのもとで，ユダヤ人と社会民主党を口
汚く攻撃する。同紙の掲げるスローガンは，「ユダヤ人によって指導された国
際主義的社会民主主義に投票するな./」「１人でもユダヤ人侯補のいる政党リ
ストには投票するな./」「ドイツ民族は行為へと目覚め，汝の神聖なる義務を
果たせ./」であった('3)。
1920年10月17日の第１回国会選挙で，大ドイツ国民党は20の議席を獲得し
た。この選挙では，キリスト教社会党と社会民主党の得票率が逆転し，41.82
パーセントの得票率を得たキリスト教社会党が85の議席を得て政権政党とな
り，キリスト教社会党と社会民主党との連合政権は解体する。35.91パーセン
トへと得票率を減らした社会民主党は，野党にくだることになる。
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戦間期のオーストリアで，反ユダヤ主義を語らぬ唯一の大政党は社会民主
党であった。しかしその社会民主党員の内務大臣によって，ユダヤ人難民の
追放をねらった外国人退去令が発令され，ニーダーエスターライヒでは，そ
れが社会民主党員の州知事ゼーファーの名で呼ばれたことはすでに述ぺた。
ゼーファー条令にたいしては，社会民主党の内部からも厳しい批判が出る。
1919年９月25日，ウィーン・ニーダーエスターライヒ・ドイツ人評議会が退
去令の執行を求めて集会を開いたのにたし､し，社会民主党員は抗議集会を開
く。そこで問題とされたのは，反ユダヤ主義者たちの暴言もさることながら，
ゼーファー条令そのものの方であった。1919年10月６日の「アーベント」も
また書く。
「ゼーファー氏の退去令対象者の圧倒的多数は，ここでかろうじて生活し，
小さく苦いパンを稼いでいる人々である｡｣このことは社会民主主義者である
州知事にとって，名誉あることではあるまい。それに，もし退去令が執行さ
れ，退去期限の９月20日にすべての難民が駅に連れて行かれたとしても，汽
車もなければ，汽車を動かす石炭もないのである。この退去令は結局，食料
難，住宅難の解決を迫る住民にたいし，人気取りをねらって出されたもので
しかない('4)。
党内からの批判は，ゼーファー自身も納得していたであろう。本稿のはじ
めに述べた1920年４月29日のクンシヤクの強制収容所発言に関連して，ニー
ダーエスターライヒ州議会でもクンシャクに同意する議員が，ゼーファーに
たいし，東欧ユダヤ人の追放に関する見解を求めると，ただちにゼーファー
は，「強制収容所は，戦争の最も悪しき産物の一つである」と回答する。さら
に退去令に関してゼーファーは，対象者の多くの故郷は戦場となって完全に
破壊され，帰還できる状態ではないこと，また彼らの多くが，避難生活が長
引くあいだにウィーンで家族生活の基礎を築いていることを考慮すれば，彼
らにたいして退去令を機械的に適用することはできないとした('5)。
1922年１月１日をもってウィーンはニーダーエスターライヒ州から分離さ
れ，独立の行政区となった。社会民主党は，ウィーンでは第１党として主導
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権を握り，その「赤いウィーン」での諸政策はよく知られるとおりである.
ウィーン市は，もと難民たちのウィーンでの本籍取得にも好意的に対応し，
彼らから国外追放の不安を取り除く。
こうした社会民主党の姿勢は，正当に評価されなければなるまい。しかし
社会民主党が,当時の反ユダヤ主義の横行にたいし,効果的に手を打たなかっ
たことも事実である。彼らは，ユダヤ人の利益政党といわれることを神経質
に嫌っていた。
1919年５月４日のウィーンで実施された州および市議会選挙で，社会民主
党は圧勝して100の議席を狸得し，キリスト教社会党の50議席，ドイツ民族主
義者の３議席に大きな差をつけた。この選挙の段階では，戦争中にウィーン
に入ったユダヤ人難民の多くはまだオーストリア国籍をもたず，ウィーンで
の本籍さえ取得していなかった。それゆえ彼らには選挙権はなかったのだが，
敗北したキリスト教社会党やドイツ民族主義諸派は，社会民主党が東欧ユダ
ヤ人難民のウィーン定住を促進し，自らの得票数を伸ばすのに利用している
と言い立てる。社会民主党は「東欧ユダヤ人の保安部隊」だというのである。
外部からの中傷ばかりではない。社会民主党を支持する労働者の中にも，
ユダヤ人難民にたし､する反感があり，そのことが党の態度に影響していたこ
とも否めない。1919年12月７日のウィーンで約1,500人を集め，「ウィーンの
飢餓と経済の国家統制」と題する超党派的な集会が開催される。社会民主党
の支持者は，演説者が社会民主党や労働運動の批判におよぶと激しく抗議す
る。しかし彼らの労働者評議会はいう。「闇商売にたいしては，この「東方か
ら来た悪弊｣にたいしては,市民と労働者が共同して闘うことに賛成する('6)」
と。すなわち彼ら労働者の意識の中で，闇商売，暴利商売と東欧ユダヤ人と
は当然のごとくに重ねあわされており，東方から来た悪弊は，労働者とブル
ジョアの共通の敵だというのである。
オーストリアの社会民主党の民族政策において，長らく綱領的文書であっ
たオットー・パウアーの「民族問題と社会民主党」においても，ユダヤ人問
題にはごくわずかしか言及されていない。そこではユダヤ人は，やがて民族
性を失い，諸民族の中に同化してゆくものととらえられていた。確かにガリ
ツィアの東欧ユダヤ人は，まだ周辺の多民族から区別される民族性を保存し
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ているかもしれない。しかし「資本主義と近代的国家の進歩的発展により，
東方のユダヤ人もまた，西欧のユダヤ人と同様に民族であることをやめ，諸
民族の中に同化，融合してゆく('7)」というのである。
社会民主党においてユダヤ人問題は，民族問題とはとらえられていなかっ
た｡しかしまた,一つの世界観として出現した反ユダヤ主義とのイデオロギー
闘争もないがしろにされた。それどころかマルクスの「ユダヤ人問題によせ
て」以来の常套句として，社会主義の宣伝文書の中では，資本家とユダヤ人，
資本主義とユダヤ精神の安易な言いかえが行われる。反ユダヤ主義者の場合
と同様，「ユダヤ人」という言葉が，現実のユダヤ人の問題とはかかわりなく，
一つの世界観の表現として用いられているのである。この点で無反省な社会
民主党が，少なからずユダヤ系の指導者がいたにもかかわらず，現実のユダ
ヤ人問題にたいして冷淡であったことは否定できない。
ユダヤ人は，世論からも政府からも見捨てられたかたちであった。たまり
かねたユダヤ人側は，1923年３月３日ウィーン市役所集会場に約２千人を集
め，シオニストのイージドール・シャリトを議長として，抗議集会を開く。
彼らは訴える。
最近の反ユダヤ主義者のユダヤ人にたし､する侮辱や暴力行為は,もはや黙っ
てはいられないところにまで達している。しかし我々は，侮辱に侮辱をもっ
て，煽動に煽動をもって応じようとは思わない。「我々は，この法に違反し，
ユダヤ人市民にとって耐えがたく，また国家の利益にとっても有害な攻撃行
為の停止を，世論と政府にたいし，品位ある態度で強く訴える｡」「非ユダヤ
人たちは，共和国の存立とあらゆる市民的自由をも脅かしているこの振る舞
いにたいして，まったく対抗しようとせず，オーストリア政府もまた同様に，
攻撃行為をやめさせるために動こうとしない('8)｡」
1921年後半から22年にかけて東欧ユダヤ人難民問題は，サン・ジェルマン
条約第80条による彼らのオーストリア国籍取得をめぐってもめ続ける。しか
し赤いウィーンは，彼らのオーストリア国籍取得にも寛大に対応し，外国人
追放問題としての東欧ユダヤ人問題は，次第にマスコミの第１面には登場し
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なくなった。と同時にユダヤ人攻撃は，人種的・民族的様相を鮮明化させる。
１日ハプスブルク時代に約80万のユダヤ人口を擁したガリツイアや，同じく
多数のユダヤ人ロをもつベーメン，メーレン地方が失われたいま，戦後オー
ストリアに残ったユダヤ人口は約22万人である。その91.5パーセントまでが
ウィーンに集中していた。多民族国家であったハプスブルク帝国が崩壊し，
かつて戦闘的に民族運動を繰り広げたチェコ人もポーランド人もウィーンを
去った。そこに残って向きあうことになった二つの「民族」が，ドイツ人と
ユダヤ人である('9)。その一方のユダヤ人の絶滅を唱えるナチ党員も，1923年
にはウィーンの路上に姿を現す。1923年３月３日の集会で，ユダヤ人が政府
にたいして抗議決議をあげるあいだ，市役所前にはユダヤ人の集会を妨害す
るため，約２千人の反ユダヤ主義者が結集した。その多くは釣十字の腕章を
つけ，釣十字の旗をかかげたナチ党員であった。ユダヤ人の集会参加者は，
警察保安隊に護衛されてようやく会場の外に出る始末であった。
政府は反ユダヤ主義の横行にたいし，それが暴力行為におよぺぱ治安出動
したが，そのイデオロギーを問題にすることはなかった。むしろ反ユダヤ主
義は，政権担当政党の綱領に明文化されており，戦間期オーストリアの公認
のイデオロギーであった。反ユダヤ・プロパガンダは，人々の意識の中に深
く入りこんだ。当時のウィーンを生きた老人には現在も，ナチによるユダヤ
人虐殺は気の毒だったが，ユダヤ人にはそうされるに足るだけの理由があっ
た，と信じている人は少なくない。1925年になると戦後のインフレもようや
く終息し，戦間期オーストリアにつかの間の平穏がおとずれた。そしてユダ
ヤ人難民の追放がもはや現実的意味を失ったこの時期，ユダヤ人攻撃は，東
欧ユダヤ人攻撃からユダヤ人全般の攻撃へと全面展開しはじめる。ユダヤ人
問題の最終的解決へむけて展開を開始する。
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